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令和６年度事業計画及び予算について

 公益財団法人東京都島しょ振興公社（以下「公社」という。）は、平成元年の

発足以来、伊豆諸島・小笠原諸島（以下「島しょ地域」という。）の産業・観光

振興を促し、地域経済の発展及び住民の生活・文化の向上に資することを目的と

して、各種事業を幅広く実施してきた。

しかしながら、島しょ地域には、依然として、人口減少・少子高齢化への対応

や更なる産業振興のほか、新しい働き方や暮らし方等の社会構造の変化への対

応など、様々な課題がある。また、我が国の景気は緩やかな回復基調にある一方

で、長期間に渡った金利の低迷の影響により、財産運用益を主な財源として運営

する公社の財政は非常に厳しい状況にある。

このような状況にあっても、公社は、島しょ地域の直面する課題解決の一端を

担い、島しょ地域の一層の振興と発展に寄与するため、引き続き「公益財団法人

東京都島しょ振興公社第６次中期実施計画（令和４年度～令和６年度）」に定め

る各種事業を着実に推進していく。事業の推進に当たっては、「自律改革の推進」、

「選択と集中」及び「町村・東京都との連携」の３つの取組の視点を常に意識し、

第６次中期実施計画に掲げた目標達成に向けて一丸となって取り組んでいく。

 以上の視点に立ち、下記の方針に基づき令和６年度事業計画及び予算を策定

する。

記

１ 第６次中期実施計画の最終年度として、同計画に基づく事業を着実に推進

する。その際、公社の果たすべき役割を常に意識しながら、島しょ町村、東京

都及び関係機関と連携することにより、より効果的かつ効率的な事業展開に努

める。

２ 公社の厳しい財政状況を踏まえ、全ての事業に係る支出を徹底的に抑制す

るとともに、財産運用益の増収を検討することで、島しょ町村及び東京都に新

たな負担を生じさせない範囲で、収支改善を目指す。

３ 第７次中期実施計画の策定に向けて、これまでの公社の取組の評価・検証を

行うとともに、公社を取り巻く社会経済情勢や島しょ町村・東京都の動向を踏

まえた効果的な事業のあり方の検討及び島しょ町村や東京都をはじめとした

関係機関との更なる連携のあり方の検討を進める。

４ 島しょ町村の実情を踏まえた事業展開及び次期計画の策定に向けた検討を

行えるよう、積極的な情報収集及びコミュニケーションを図る。

以上
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ⅡⅡ  事事  業業  計計  画画  書書  





Ⅱ 令和６年度 事業計画

１ 公益目的事業 ― 東京都島しょ地域の振興に係る事業

予算額 1,270,794 千円（対前年度比＋143,199千円） 

（１）地域振興に係る特産品の開発、普及、観光の振興、人材育成及び

助成事業（地域振興事業）

  （定款第４条第１項第１号）

  予算額 73,710 千円（対前年度比＋3,611 千円） 

 島しょ地域が有する資源等を用いた特産品の開発・普及に努めるとともに、自ら地域振

興に取り組む中小企業・グループ等に対し事業経費を補助する。また、観光振興及び人材

育成を通じた島しょ地域の振興を図る。

その他、人件費 13,351千円（△298千円） 

※（）内は対前年度比 

事 業 名 内   容 主な取組・時期

特 産 品 推 進

 1,597千円 

（△1,778千円） 

民間事業者の商品開発力や販路等の経営ノウハ

ウを活用し、島で生産される果実等の素材を原材

料とした特産品を開発する。

・新たな特産品開発

［通年］

地域振興補助

13,040千円 

（△1,222千円）

特産品・観光振興・人材育成等に係る事業を積

極的に実施するグループ等の事業に対し、公社が

補助を実施する。

・地域振興補助事業

［年３回募集］

観  光  振  興
28,175千円 

（＋6,912千円）

島しょ９町村が参加する「愛らんどフェア」を

開催する。 

また、竹芝 Marine-Gateway Minato 協議会との

連携や首都圏で開催される各種イベントに積極的

に参加することにより、島しょ地域のＰＲを行う。 

・愛らんどフェア開催

［５月下旬・９月下旬］ 

・その他イベント参加

［都度］

・二か国語ＭＡＰ増刷

［都度］

人 材 育 成 

17,547千円 

（△3千円） 

島しょ地域の少年少女に対し、スポーツを通じ

た各島間の交流の場となるイベントを実施するな

ど、視野の広い後継者の育成を図る。 

・愛らんどリーグ開催

［７月下旬］
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（２）特産品に係る展示販売、斡旋事業（特産品展示販売事業）

  （定款第４条第１項第２号）

  予算額 21,002 千円（対前年度比△4,982 千円） 

島しょ地域の特産品の普及と販売を通じた同地域の振興・発展のため、竹芝客船ターミ

ナル内の伊豆諸島・小笠原諸島のアンテナショップ「東京愛らんど」の運営及び特産品の

展示販売を行うとともに、インターネットを利用した通信販売を行う。

事 業 名 内   容 主な取組・時期

東京愛らんど

運 営 事 業

10,836 千円 

（△3,789千円） 

「東京愛らんど」運営受託事業者との連携によ

り、魅力ある店舗運営に取り組むほか、ＨＰやＳ

ＮＳ等による積極的な広報を展開することで、コ

ロナ禍により減少した売上高を回復させる。

また、島の生産者・加工業者と現地で直接意見

交換や交渉を行うこと等により、魅力的な特産品

を掘り起こし、更なる取扱品目の増（50品目程度

の増）を目指す。 

その他、販売協力店制度等ショップ以外の販路

拡大に努めるほか、情報発信スペースの活用等に

より、島の生産者等を支援するとともに、来店者

の訪島を促していく。 

より良いサービスを提供するための一助として

「東京愛らんど」においてアンケートを実施し、

利用者の意見を今後の運営に活かしていく。

・店舗運営

［通年］

・生産者・加工業者と

の連携による特産

品の掘り起こし

［通年］

・販売協力店制度の

運営

［通年］

・情報発信スペースの

活用

［通年］

・アンケートの実施

［上半期］

通 信 販 売 

(東京愛らんど市場) 

1,947千円 

（△1,011千円） 

従来のアンテナショップ主軸の手法から、通信

販売等の対面でない手法を強化していく。

通信販売を独自に実施できない島内事業者を掘

り起こし、「東京愛らんど」通販に取り入れ、スケ

ールメリットを働かせる。

・通信販売業務

［通年］

その他、新店舗 科目存置  １千円、人件費 8,218千円（△182千円） 

※（）内は対前年度比 
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（２）特産品に係る展示販売、斡旋事業（特産品展示販売事業）

  （定款第４条第１項第２号）

  予算額 21,002千円（対前年度比△4,982 千円） 

島しょ地域の特産品の普及と販売を通じた同地域の振興・発展のため、竹芝客船ターミ

ナル内の伊豆諸島・小笠原諸島のアンテナショップ「東京愛らんど」の運営及び特産品の

展示販売を行うとともに、インターネットを利用した通信販売を行う。

事 業 名 内   容 主な取組・時期

東京愛らんど

運 営 事 業

10,836千円 

（△3,789千円） 

「東京愛らんど」運営受託事業者との連携によ

り、魅力ある店舗運営に取り組むほか、ＨＰやＳ

ＮＳ等による積極的な広報を展開することで、コ

ロナ禍により減少した売上高を回復させる。

また、島の生産者・加工業者と現地で直接意見

交換や交渉を行うこと等により、魅力的な特産品

を掘り起こし、更なる取扱品目の増（50 品目程度

の増）を目指す。 

その他、販売協力店制度等ショップ以外の販路

拡大に努めるほか、情報発信スペースの活用等に

より、島の生産者等を支援するとともに、来店者

の訪島を促していく。 

より良いサービスを提供するための一助として

「東京愛らんど」においてアンケートを実施し、

利用者の意見を今後の運営に活かしていく。

・店舗運営

［通年］

・生産者・加工業者と

の連携による特産

品の掘り起こし

［通年］

・販売協力店制度の

運営

［通年］

・情報発信スペースの

活用

［通年］

・アンケートの実施

［上半期］

通 信 販 売 

(東京愛らんど市場) 

1,947千円 

（△1,011千円） 

従来のアンテナショップ主軸の手法から、通信

販売等の対面でない手法を強化していく。

通信販売を独自に実施できない島内事業者を掘

り起こし、「東京愛らんど」通販に取り入れ、スケ

ールメリットを働かせる。

・通信販売業務

［通年］

その他、新店舗 科目存置  １千円、人件費 8,218千円（△182千円） 

※（）内は対前年度比 

（３）情報・資料の収集提供及び広報事業（広報宣伝事業）

（定款第４条第１項第３号）

予算額 32,062 千円（対前年度比△13,256 千円） 

 広告代理店の活用等により、島しょ地域の特産品・観光等に係る情報・資料収集を行い、

公社ホームページ等で島しょ地域の魅力を広く発信するとともに、東京諸島漁業農業就業

体験事業を実施することで、関係人口の創出を図る。

事 業 名 内   容 主な取組・時期

広 報 宣 伝

23,762 千円 

（△13,074千円）

広告代理店の活用等により、効果測定結果を踏

まえた効果的なＰＲ活動（公社ＨＰ・ＳＮＳの運

営、プレスリリースの配信及び情報発信スペース

を活用したイベントの実施等）を展開する。特に

公社ＨＰの運営に当たっては、令和５年度に実施

したリニューアル後のアクセス状況を分析し、更

なるコンテンツの充実を検討する。 

島しょ地域への「移住・定住」を促すため、町

村と共同で「就業を通じた島暮らし」を実感でき

る短期滞在型の東京諸島漁業農業就業体験事業

を引き続き実施するとともに、後継者不足の解決

に向けた新たな就業体験の試行及び企画検討を

行う。

・広告宣伝業務委託

（公社ＨＰ運営・更新

を含む）

［通年］ 

・東京諸島漁業農業就

業体験事業 

 ［６月～11 月] 

・新たな就業体験の試

行・企画検討 

［通年］ 

愛 ら ん ど

ネ ッ ト ワ ー ク

82 千円

（±０千円） 

メールサーバーの管理等を行う。
・メールサーバー管理

［通年］

その他、人件費 8,218 千円（△182千円） 

※（）内は対前年度比 
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（４）地域振興に係る施設の設置・管理運営事業（施設等管理運営事業） 
（定款第４条第１項第４号）

予算額 24,061 千円（対前年度比△29,388 千円） 

災害救助用木炭等備蓄倉庫の取り壊しを行う。

事 業 名 内   容 主な取組・時期

倉 庫 等 賃 貸

20,465 千円 

（△29,309 千円） 

※うち、19,404千円は

経常外費用（固定資産

除却損）として計上

 令和５年度に契約不調であった災害救助用木

炭等備蓄倉庫解体工事（八丈町）を再発注し、倉

庫の取り壊し及び地権者への土地の返還を行う。 

・災害救助用木炭等備

蓄倉庫の取り壊し

 ［年度内］

・地権者への土地返還

［年度内］

その他、人件費 3,596 千円（△79千円） 

※（）内は対前年度比 
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（４）地域振興に係る施設の設置・管理運営事業（施設等管理運営事業） 
（定款第４条第１項第４号）

予算額 24,061 千円（対前年度比△29,388 千円） 

災害救助用木炭等備蓄倉庫の取り壊しを行う。

事 業 名 内   容 主な取組・時期

倉 庫 等 賃 貸

20,465千円 

（△29,309 千円） 

※うち、19,404千円は

経常外費用（固定資産

除却損）として計上

 令和５年度に契約不調であった災害救助用木

炭等備蓄倉庫解体工事（八丈町）を再発注し、倉

庫の取り壊し及び地権者への土地の返還を行う。 

・災害救助用木炭等備

蓄倉庫の取り壊し

 ［年度内］

・地権者への土地返還

［年度内］

その他、人件費 3,596千円（△79千円） 

※（）内は対前年度比 

（５）島しょ間交通網の整備に関する調査・研究及び支援事業（交通関連事業） 
（定款第４条第１項第５号）

予算額 1,119,959 千円（対前年度比＋187,214 千円） 

ヘリ・コミューターによる島しょ間の運航についての支援等を行う。

事 業 名 内   容 主な取組・時期

ﾍ ﾘ ･ ｺ ﾐ ｭ ｰ ﾀ ｰ

運 航 支 援

1,111,741千円 

(＋187,396 千円)

島民の生活安定及び産業振興に重要な役割を担

うヘリ・コミューターの島しょ間運航について支援

を行う。また、令和５年度に契約不調であった八丈

島のヘリ格納庫の改修工事を再発注し、格納庫の改

修を行う。

また、搭乗者アンケートの実施により利用実態と

要望等を把握し、利便性の向上について検討する。

・ヘリ・コミューター

運航支援等

［通年］

・ヘリ格納庫改修工事

［年度内］

・搭乗者ｱﾝｹｰﾄ実施

［12 月］

その他、人件費 8,218 千円（△182千円） 

※（）内は対前年度比 
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ⅢⅢ  収収  支支  予予  算算  書書  





   （単位：千円）

Ⅰ　経常増減の部

1.経常収益

①基本財産運用益 27,534 25,679 1,855

基本財産受取利息 27,534 25,679 1,855

②特定資産運用益 17,913 16,752 1,162

運用財産受取利息 17,913 16,752 1,162

③事業収益 38,706 37,181 1,525

地域振興事業収益 17,692 17,681 11
特産品展示販売事業収益 5,515 5,498 17
施設等管理運営事業収益 0 0 0
交通関連事業収益 15,499 14,002 1,497

④受取補助金等 1,101,001 913,656 187,345

受取運営費補助金 0 0 0
受取地方公共団体助成金 1,101,000 913,655 187,345
受取補助事業 1 1 0

⑤受取負担金 28,716 28,644 72

受取運営負担金 28,715 28,643 72
受取事業負担金 1 1 0

⑥受取寄附金 1 1 0

受取寄附金 1 1 0

⑦雑　収　益 1,787 1,787 0

雑　収　益 1,787 1,787 0

経経常常収収益益計計 11,,221155,,665588 11,,002233,,770000 119911,,995599

2.経常費用

①事業費

給与手当 29,017 30,030 △ 1,013
1,188 1,188 0

福利厚生費 12,584 12,494 90
8,339 10,039 △ 1,700
2,739 2,349 390

減価償却費 7,094 9,045 △ 1,951
什器備品費 403 403 0

476 472 4
会議費 6 8 △ 2

855 1,683 △ 828
光熱水料費 3,600 4,812 △ 1,212

6,620 7,743 △ 1,123
580 485 95

諸謝金 659 1,997 △ 1,338
広告宣伝費 1,596 2,366 △ 770

1,101,931 918,656 183,275
支払助成金 12,900 14,000 △ 1,100
租税公課 781 841 △ 60
特産品費 50 445 △ 395
修繕費 670 670 0

56,614 58,999 △ 2,385
燃料費 25 44 △ 19

2,663 4,096 △ 1,433

事業費計 11,,225511,,339900 11,,008822,,886655 116688,,552255

委託費

雑費

保険料

支払負担金

賃借料

収支予算（損益ベース）

期　間　（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

科 目 本年度予算額 前年度予算額 増　　減

臨時雇賃金

旅費交通費
通信運搬費

消耗品費

印刷製本費
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②管理費

給与手当 6,807 7,044 △ 237
0 0 0

福利厚生費 2,952 2,931 21
旅費交通費 1,607 1,364 243
通信運搬費 546 240 306
減価償却費 8 200 △ 192
什器備品費 2,043 234 1,809
消耗品費 331 566 △ 235
会議費 123 207 △ 84
印刷製本費 177 171 6
光熱水料費 1,200 2,089 △ 889
賃借料 7,646 7,922 △ 276
保険料 110 110 0
諸謝金 5,408 4,308 1,100
租税公課 410 410 0
修繕費 10 10 0
委託費 370 390 △ 20
支払手数料 894 0 894
雑費 1,875 3,109 △ 1,234

管理費計 32,517 31,305 1,212
経経常常費費用用計計 11,,228833,,990077 11,,111144,,117700 116699,,773377

当当期期経経常常増増減減額額 △△ 6688,,224488 △△ 9900,,447700 2222,,222222

Ⅱ．経常外増減の部

１．経常外収益 0 0 00

２．経常外費用 0 00
固定資産除却損 19,404 44,730 △△ 2255,,332266

当期経常外増減額 △ 19,404 △ 44,730 25,326
他会計振替額 0 0 0

当当期期一一般般正正味味財財産産増増減減額額 △△ 8877,,665522 △△ 113355,,220000 4477,,554488

　　３　経常外収益は未計上、経常外費用は1,940万4千円

臨時雇賃金

(注)１　公益目的事業会計に係る経常収益は、11億8,096万9千円、経常費用は、12億5,139万円
　　２　法人会計に係る経常収益は、3,468万9千円、経常費用は、3,251万7千円

(単位：千円）

地域振興 展示販売 広報宣伝 施設管理 交通関連 共通
Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
（１）経常収益
①基本財産運用益 22,041 0 0 0 0 0 22,041 5,493 0 27,534

基本財産受取利息 22,041 0 0 0 0 0 22,041 5,493 0 27,534
②特定資産運用益 17,913 0 0 0 0 0 17,913 0 0 17,913

運用財産受取利息 17,913 0 0 0 0 0 17,913 0 0 17,913
③事業収益 38,706 17,692 5,515 0 0 15,499 0 0 0 38,706

地域振興事業収益 17,692 17,692 0 0 0 0 0 0 0 17,692
特産品展示販売事業収益 5,515 0 5,515 0 0 0 0 0 0 5,515
施設等管理運営事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
交通関連事業収益 15,499 0 0 0 0 15,499 0 0 0 15,499

④受取補助金等 1,101,001 1 0 0 0 1,101,000 0 0 0 1,101,001
受取運営費補助金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
受取地方公共団体助成金 1,101,000 0 0 0 0 1,101,000 0 0 0 1,101,000
補助事業収益 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1

⑤受取負担金 1 0 1 0 0 0 0 28,715 0 28,716
受取運営負担金 0 0 0 0 0 0 0 28,715 0 28,715
受取事業負担金 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1

⑥受取寄附金 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1
受取寄附金 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

⑦雑収益 1,307 0 0 0 0 427 880 480 0 1,787
雑収益 1,307 0 0 0 0 427 880 480 0 1,787

経常収益計 1,180,969 17,693 5,516 0 0 1,116,926 40,834 34,689 0 1,215,658

（２）経常費用
事業費/管理費 1,251,390 73,710 21,002 32,062 4,657 1,119,959 0 32,517 0 1,283,907
  給料手当 29,017 9,313 5,732 5,732 2,508 5,732 0 6,807 0 35,824
  臨時雇賃金 1,188 0 0 1,188 0 0 0 0 0 1,188
  福利厚生費 12,584 4,038 2,486 2,486 1,088 2,486 0 2,952 0 15,536
  旅費交通費 8,339 6,015 294 1,046 372 612 0 1,607 0 9,946
  通信運搬費 2,739 2,018 480 210 1 30 0 546 0 3,285
  減価償却費 7,094 0 182 1 0 6,911 0 8 0 7,102
  什器備品費 403 2 400 1 0 0 0 2,043 0 2,446
  消耗品費 476 264 205 2 0 5 0 331 0 807

   会議費 6 0 0 0 0 6 0 123 0 129
  印刷製本費 855 594 260 1 0 0 0 177 0 1,032
  光熱水料費 3,600 0 3,600 0 0 0 0 1,200 0 4,800

   賃借料 6,620 1,610 4,435 40 535 0 0 7,646 0 14,266
   保険料 580 275 30 0 10 265 0 110 0 690
   諸謝金 659 658 1 0 0 0 0 5,408 0 6,067
  広告宣伝費 1,596 320 0 1,276 0 0 0 0 0 1,596
  支払負担金 1,101,931 0 1 0 0 1,101,930 0 0 0 1,101,931
  支払助成金 12,900 12,900 0 0 0 0 0 0 0 12,900
  租税公課 781 101 20 46 142 472 0 410 0 1,191
  特産品費 50 50 0 0 0 0 0 0 0 50

   修繕費 670 70 300 0 0 300 0 10 0 680
   委託費 56,614 34,817 615 19,982 0 1,200 0 370 0 56,984
   燃料費 25 25 0 0 0 0 0 0 0 25
　支払手数料 0 0 0 0 0 0 0 894 894
   雑費 2,663 640 1,961 51 1 10 0 1,875 0 4,538
経常費用計 1,251,390 73,710 21,002 32,062 4,657 1,119,959 0 32,517 0 1,283,907

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 70,421 △ 56,017 △ 15,486 △ 32,062 △ 4,657 △ 3,033 40,834 2,172 0 △ 68,248
基本財産評価損益等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
特定資産評価損益等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
投資有価証券評価損益等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 70,421 △ 56,017 △ 15,486 △ 32,062 △ 4,657 △ 3,033 40,834 2,172 0 △ 68,248

２．経常外増減の部
（１）経常外収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用
固定資産除却損 19,404 0 0 19,404 19,404

　経常外費用計 19,404 0 0 0 19,404 0 0 0 0 19,404
当期経常外増減額 △ 19,404 0 0 0 △ 19,404 0 0 0 0 △ 19,404
他会計振替額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 89,825 △ 56,017 △ 15,486 △ 32,062 △ 24,061 △ 3,033 40,834 2,172 0 △ 87,652

収支予算内訳表（損益ベース）
令和6年4月1日から令和7年3月31日まで

科     目
公益目的事業会計

法人会計 内部取引消去 合計
公１
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(単位：千円）

地域振興 展示販売 広報宣伝 施設管理 交通関連 共通
Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
（１）経常収益
①基本財産運用益 22,041 0 0 0 0 0 22,041 5,493 0 27,534

基本財産受取利息 22,041 0 0 0 0 0 22,041 5,493 0 27,534
②特定資産運用益 17,913 0 0 0 0 0 17,913 0 0 17,913

運用財産受取利息 17,913 0 0 0 0 0 17,913 0 0 17,913
③事業収益 38,706 17,692 5,515 0 0 15,499 0 0 0 38,706

地域振興事業収益 17,692 17,692 0 0 0 0 0 0 0 17,692
特産品展示販売事業収益 5,515 0 5,515 0 0 0 0 0 0 5,515
施設等管理運営事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
交通関連事業収益 15,499 0 0 0 0 15,499 0 0 0 15,499

④受取補助金等 1,101,001 1 0 0 0 1,101,000 0 0 0 1,101,001
受取運営費補助金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
受取地方公共団体助成金 1,101,000 0 0 0 0 1,101,000 0 0 0 1,101,000
補助事業収益 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1

⑤受取負担金 1 0 1 0 0 0 0 28,715 0 28,716
受取運営負担金 0 0 0 0 0 0 0 28,715 0 28,715
受取事業負担金 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1

⑥受取寄附金 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1
受取寄附金 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

⑦雑収益 1,307 0 0 0 0 427 880 480 0 1,787
雑収益 1,307 0 0 0 0 427 880 480 0 1,787

経常収益計 1,180,969 17,693 5,516 0 0 1,116,926 40,834 34,689 0 1,215,658

（２）経常費用
事業費/管理費 1,251,390 73,710 21,002 32,062 4,657 1,119,959 0 32,517 0 1,283,907
  給料手当 29,017 9,313 5,732 5,732 2,508 5,732 0 6,807 0 35,824
  臨時雇賃金 1,188 0 0 1,188 0 0 0 0 0 1,188
  福利厚生費 12,584 4,038 2,486 2,486 1,088 2,486 0 2,952 0 15,536
  旅費交通費 8,339 6,015 294 1,046 372 612 0 1,607 0 9,946
  通信運搬費 2,739 2,018 480 210 1 30 0 546 0 3,285
  減価償却費 7,094 0 182 1 0 6,911 0 8 0 7,102
  什器備品費 403 2 400 1 0 0 0 2,043 0 2,446
  消耗品費 476 264 205 2 0 5 0 331 0 807

   会議費 6 0 0 0 0 6 0 123 0 129
  印刷製本費 855 594 260 1 0 0 0 177 0 1,032
  光熱水料費 3,600 0 3,600 0 0 0 0 1,200 0 4,800

   賃借料 6,620 1,610 4,435 40 535 0 0 7,646 0 14,266
   保険料 580 275 30 0 10 265 0 110 0 690
   諸謝金 659 658 1 0 0 0 0 5,408 0 6,067
  広告宣伝費 1,596 320 0 1,276 0 0 0 0 0 1,596
  支払負担金 1,101,931 0 1 0 0 1,101,930 0 0 0 1,101,931
  支払助成金 12,900 12,900 0 0 0 0 0 0 0 12,900
  租税公課 781 101 20 46 142 472 0 410 0 1,191
  特産品費 50 50 0 0 0 0 0 0 0 50

   修繕費 670 70 300 0 0 300 0 10 0 680
   委託費 56,614 34,817 615 19,982 0 1,200 0 370 0 56,984
   燃料費 25 25 0 0 0 0 0 0 0 25
　支払手数料 0 0 0 0 0 0 0 894 894
   雑費 2,663 640 1,961 51 1 10 0 1,875 0 4,538
経常費用計 1,251,390 73,710 21,002 32,062 4,657 1,119,959 0 32,517 0 1,283,907

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 70,421 △ 56,017 △ 15,486 △ 32,062 △ 4,657 △ 3,033 40,834 2,172 0 △ 68,248
基本財産評価損益等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
特定資産評価損益等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
投資有価証券評価損益等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 70,421 △ 56,017 △ 15,486 △ 32,062 △ 4,657 △ 3,033 40,834 2,172 0 △ 68,248

２．経常外増減の部
（１）経常外収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用
固定資産除却損 19,404 0 0 19,404 19,404

　経常外費用計 19,404 0 0 0 19,404 0 0 0 0 19,404
当期経常外増減額 △ 19,404 0 0 0 △ 19,404 0 0 0 0 △ 19,404
他会計振替額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 89,825 △ 56,017 △ 15,486 △ 32,062 △ 24,061 △ 3,033 40,834 2,172 0 △ 87,652

収支予算内訳表（損益ベース）
令和6年4月1日から令和7年3月31日まで

科     目
公益目的事業会計

法人会計 内部取引消去 合計
公１
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（１）資金調達の見込みについて

当期中における借入れ・返済の予定 （単位：千円）

（２）設備投資の見込みについて

当期中における設備投資の予定 （単位：千円）

八丈島ヘリ
格納庫改修

44,236
令和４年度に設備取得積立資金及び積立金を取崩
し済み

設備投資の内容

資金調達及び設備投資の見込みについて

使途金額借入先

支出又は収入の
予定額

資金調達方法
又は取得資金の使途

東京都 560,000 公社事業及び法人運営

東京都 △ 560,000 東京都借入金の返済
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